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背景・目的

 2050 年カーボンニュートラル達成という目標を実現するためには、技術革新だけでなく、経済社会シ
ステムの変革が必要。地方自治体が中心となって脱炭素化に向けた計画を策定し、まちづくりや産業
政策等を展開するなど、地域の取組を促していくことが必要。

 自治体等が、脱炭素化の計画策定や取組にあたり活用できる汎用的な知見を生み出すこと、また
地域において大学等が核となり、その成果を展開することを推進する場の創出が求められる。

◆ 統合イノベーション戦略2020（令和２年７月閣議決定）

＜大学等の連携による脱炭素化等に向けた取組の推進＞
○ 国及び地方の脱炭素化等の地球規模課題への対応を加速するため、総合知や多様なネットワークを有する
大学等の力を結集し、大学等の研究成果を国や地方の具体的政策や技術の社会実装に結び付けるための分
野融合的な研究を推進するとともに、当該研究の推進や産学官金の戦略的な連携等の基盤となるデータベース
を構築する。

本事業では、地域の脱炭素化に向けた取組を支援するために必要な研究開発を推進するとともに、
各大学等の研究開発やその成果の展開等を通じた地域支援を推進するための体制を構築することに
より、地域と大学等との連携を通じた地域の脱炭素化の取組を加速し、2050年のカーボンニュートラルの
実現に貢献することを目指す。

事業の目的

事業の背景

※ 公募要領３ページに対応
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大学の力を結集した、
地域の脱炭素化加速のための基盤研究開発 令和3年度予算額(案) 76百万円（新規）

事業概要

背景・課題

【政策文書における記載】 「統合イノベーション戦略2020」（令和２年７月閣議決定）（抄）

＜大学等の連携による脱炭素化等に向けた取組の推進＞
国及び地方の脱炭素化等の地球規模課題への対応を加速するため、総合知や多様なネットワークを有する大学等の力を結集し、大学等の研究成果を国や地方の具体的政策や
技術の社会実装に結び付けるための分野融合的な研究を推進するとともに、当該研究の推進や産学官金の戦略的な連携等の基盤となるデータベースを構築する。

地域の脱炭素化に向けた取組を支援するために

必要な基盤的な研究開発を推進することにより、大

学等の連携を通じた地域の脱炭素化の取組を加

速する。

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ】

○「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」（令和元年６月閣議決定）に掲げる脱炭素化目標実現のためには、技術イノベーションのみならず経済社会イノベー

ションが不可欠であり、多様な経済・社会的課題と多様な資源が存在する地域こそ、目指すべき脱炭素社会のモデルの実践の場となり得る。また、ポストコロナ社会

において加速する地方分散型社会の中で、防災や感染症対策も含めたレジリエンス強化を進めるためには、科学的知見やデータに基づく意思決定も含めた地域の

エンパワーメントが不可欠である。このような中、地域の取組を支えるための汎用的な科学的知見が必要とされるとともに、総合知や地域のネットワーク拠点としての

機能を持つ地方の大学等が地域と連携することが期待されている。

人文・社会科学から自然科学までの幅広い知見を活用し、大学等が地域の脱炭素化の取組を
支援するために活用できるツール等に係る研究開発を推進。

本事業の研究成果も含め、国内外の各大学等の知見を結集するため、研究成果や活動実績等を
共有する場を形成する。

＜各大学等の研究開発や地域支援を推進する体制整備＞

【事業スキーム】

 支援対象機関：大学、大学共同利用機関等

 事業期間：令和３～７年度（５年間）

 委託先の大学等（１機関）が複数の大学等
と連携して事業実施することを想定

大学等国 委託

＜地域の脱炭素化加速のための基盤的な研究開発＞

他
府
省
庁
の
地
域
支
援
事
業
等
へ
の
研
究
成
果
の
橋
渡
し

○市民等の認識・行動変容を促す手法等の構築
脱炭素化に向けた個人や企業等の持続的な行動変容を起こす手法の抽出と
類型化、将来世代の意思も取り入れた合意形成手法の構築等

▲都道府県別エネルギー関連統合指標のイメージ

◆研究内容例

○地域の脱炭素化ポテンシャルを抽出するための地域の固有条件の構造化

脱炭素化ポテンシャルを見出すための地域の固有条件（産業、エネルギー、
人口、輸送、文化等）や都市と農村など地域間の依存関係の構造化等

○地域にメリットのある脱炭素化政策の導入に係る手法等の構築

脱炭素化政策と他の政策要素間の連関の解明も踏まえた、地域の経済・
社会的課題の解決と併せた脱炭素化を可能とする手法の構築等
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地域の脱炭素化加速に向けた基盤研究開発

自治体等における脱炭素化に向けた道筋や戦略の策定、取組等に資するため、

①脱炭素化に向けた道筋の策定に係る基盤的知見の創出、

②各地域における政策横断的な脱炭素化ポテンシャルの把握、

③地域にメリットある脱炭素化政策導入手法に係るツール等の開発

の観点を含む４点程度の課題の研究開発を実施。

※ 人文・社会科学から自然科学までの幅広い知見を活用。
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カーボン・ニュートラル達成に貢献する大学等コアリション

我が国や世界の2050年カーボン・ニュートラル実現に向けては、技術イノベーションのみならず、地域にお

ける社会変革が必要。現在、200程度の地方自治体が2050年ゼロカーボンシティ宣言を行っているが、
こうした地域の脱炭素化を促し、その地域モデルを世界に展開するためには、各地域の大学の役割に大

きな期待。大学の、教育研究活動や地域貢献活動を通じた地域の脱炭素化への貢献を強化するべく、

文科省と環境省が、賛同する国公私立大学等と連携し、「カーボン・ニュートラル達成に貢献する大学等
コアリション」（大学等コアリション）を構築する。

研究機関、自治体、企業等との連携

大学等コアリション

＜参画機関＞

・大学/大学共同利用機関

・研究機関、自治体、企業等
も協力機関として参加

我が国と世界の
カーボンニュートラルへの貢献

運営委員会

コアリションの機能
・情報共有
・プロジェクト創出
・研究成果の社会実装
・ネットワークの強化
・発信力強化

大学の貢献
地域の脱炭素化への
貢献や産学官のつな
がりを大学から始める

ステークホルダー
の参加

大学、自治体、企業
等がコアリションの
ガバナンスに参画

ミッションの遂行
大学の役割に応じた
ミッション別ＷＧ

の設置

（イメージ）

【スケジュール】 ３月中旬に準備委員会を立上げ後、本年夏頃に設立総会を開催予定。

・総会において、大学としての戦略をとりまとめ
・ミッション別ＷＧにおいて、各大学の取組を推進
・コアリションの活動を国内外に発信

国際連携・協力ＷＧ

総会

ゼロカーボン・

キャンパスＷＧ

地域

ゼロカーボン

ＷＧ

イノベーション

ＷＧ
人材育成ＷＧ
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運営総括（PD）
事業全体の進捗管理、ヒアリング、サイトビジット等
による研究への指導助言等

カーボン・ニュートラル達成に貢献する大学等コアリション（仮称）

大学等による研究成果の社会実装を加速、自治体等が連携した地域の取組を推進

研究成果 ニーズ

事業推進委員会

PD、外部有識者等による研究の進捗管理、
研究アプローチの導入等に関する必要な検討

課題Ａ 課題B 課題C

事務局運営

課題Ｄ

※相互に関連する課題について一体的に実施

事業実施体制（イメージ） ※ 公募要領４～５ページに対応

 研究代表者は、複数の研究者からなる最適な研究体制を編成。

 人文・社会科学から自然科学までの分野横断的な研究開発を可能とする研究体制に配慮。

 研究体制では、社会実装を見据えた研究開発を実施するために、事業開始の早い段階から事業期間終了時点で

の研究開発成果の橋渡し先と想定される自治体等との連携がなされていることを期待。
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その他 ※ 公募要領５～７ページに対応

事業実施期間

原則として令和３年度～令和７年度までとする。
※事業の進捗状況等を踏まえ、本事業の全部又は一部を事業実施期間中に終了することがあります。

事業予定額

令和３年度の予算総額は0.8億円程度。

令和４年度以降の毎年度の予算については、令和３年度予算案と同程度以下の予算総額の中で実施するとして事業計画を立て
てください。

※本事業は、令和３年度予算の成立を前提として実施していることから、国会における予算審議の状況によって、事業内容や事業予算を変更する場合が
あります。

採択予定件数

１件

応募対象者

国内の大学、研究機関、企業等
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審査について ※ 公募要領８ページ及び審査要領等に対応

審査の体制

文部科学省に設置した審査委員会において評価項目及び審査基準に基づき実施。

審査の流れ

応募された提案ごとに、提案書類の不備等を確認した上で、審査委員会にお
いて、評価項目及び審査基準に基づき、書面審査及び研究代表者等に対す
る面接審査を実施。

面接審査は、書面審査によって選定された提案のみ実施。
※必要に応じて追加資料の提出を求める場合があります。

審査結果の通知

書面審査の結果、面接審査実施の連絡、面接審査の結果に基づく採択の可否については、研究代
表者に対して通知。

この際、採択に関して、条件を付ける場合があること、別途再審査となることがあります。なお、審査の途
中経過等に関する問合せは一切受け付けません。

① 書面審査

② 面接審査
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スケジュール ※ 公募要領８ページ等に対応

募集受付

(２月19日(金)～３月18日(木)17:00必着)

書面審査

（３月下旬予定）

面接審査

（４月13日(火)予定）

委託先選定

（４月下旬予定）

契約及び事業開始
（５月下旬予定）

※国の契約は、契約書を締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確定することとなるため、契約予定者として選定されたとしても、契約締結後
でなければ事業に着手できないので、企画提案書作成に当たっては、事業開始日に柔軟性を持たせた上で作成する必要があることに十分留意してください。
再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知してください。
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注意事項・問合せ先等 ※ 公募要領１１、３０ページ等に対応

応募申請

本事業への応募はe-Radを通じて行っていただきます。

応募時までにe-Radに研究機関が登録されていることが必要となります。登録まで日数を要
する場合がありますので、２週間以上の余裕をもって登録手続きをしてください。
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【問合せ先】

〒100-8959 東京都千代田区霞が関3-2-2

文部科学省研究開発局環境エネルギー課

「大学の力を結集した、地域の脱炭素化加速のための基盤研究開発」公募担当

TEL： 03-6734-4143

FAX： 03-6734-4162

電子メール： kankyou@mext.go.jp

※公募期間中の質問・相談等については、当該者のみが有利となるような質問等については回答でき
ません。なお、質問等に係る重要な情報は、質問者が特定される情報等を伏せた上で、質問及び
回答を文部科学省ホームページにて公開させていただきます。

※今般の新型コロナウイルス感染症対策として、在宅勤務を実施している場合がありますので、メール
にてお問合せいただくようお願いします。

mailto:kankyou@mext.go.jp
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